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令和４年度 会派調査研究報告書 
（視察先 1箇所につき 1枚） 

会 派 名 日本共産党上田市議団 

事 業 名 第５９回市町村議会議員研修会 

事 業 区 分 ①研究研修       ②調査 

 

１ 上田市での課題と研修・調査の目的 

研修会のテーマが「デジタル田園都市国家構想」と「地方創生政策とデジタル政策」であったため上田

市政に大きく影響のあるものと考え研修会を受講することにした。 

上田市政が「デジタル田園都市国家構想」や DX 化を進めていく上で、さまざまな角度から議論をする

上で研修会の内容を参考にしていきたい。 

 

２ 実施概要 

○開催状況は以下の通りです。 

日付/時間帯/場所 視聴方法 ZOOM視聴であり、場所の指定はない。 

１２月２日（金） 

第 1講義 

１０：００〜１２：００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日付/時間帯/場所 

ZOOM 

視聴 

（講義のテーマ） 

デジタル田園都市国家構想を解剖する─市民を置き去りにさせな

いために 

（講師） 

中山 徹氏（奈良女子大学教授） 

（講義のテキスト） 

『人口減少時代の自治体政策ー市民共同自治体への展望』 

中山 徹(著) 

（内容その１） 

デジタル化の動きが急です。そのなかで、「新しい資本主義」のひ

とつの柱、デジタル田園都市国家構想とはなにを目的としているの

でしょうか。デジタル化によって大都市と地方の格差をなくし、地方

を活性化すると謳います。 

しかし、そこには多くの民間企業が関わり、市民サービスを担うこと

になります。企業であれば対価を求めます。対価を負担できない市

民は置き去りにされます。市民はもはや自治の担い手でも、DX の
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主体者でもありません。デジタル田園都市国家構想は、このように

市民を利用者としてのみ捉えています。この事実は明らかにして、

地方自治からの対抗軸を模索します。 

（内容その２） 

・これまで、日本は人口が増えることを前提にまちづくりを考えてい

たが、今後長期的に日本は人口減少が避けられない。人口が減っ

ていく時代にどうやってまちづくりを考えていくかが大きな研究テー

マである。 

・また、日本は移民政策をとっていないので、少子化イコール人口減

少につながる。したがって人口減少を食い止めるには子育てしやす

い社会に変えていく必要がある。 

（内容その３） 

⑴ 地方創生からデジタル田園都市国家構想に代わりますが、そも

そもデジタル田園都市国家構想とは何か。 

⑵ デジタル田園都市国家構想は、地方創生のバージョンアップ版

と言うが、地方創生は成功したのか。 

⑶ デジタル田園都市国家構想でどのような事態がもたらされるの

か。 

⑷ 情報技術の発展を地域で活かすためににはどのような視点が

必要か。 

の４点について詳しく講義されました。 

１２月２日(金) 

１３：３０〜１５：３０ 

 

各会場へ

参加 

（講義のテーマ） 

人口減少時代の地方財政を考える─「地方創生」政策とデジタル化

政策に焦点をあてて 

（講師） 

川瀬憲子氏（静岡大学教授） 

（講義のテキスト） 

『集権型システムと自治体財政ー「分権改革」から「地方創生」へ』 

川瀬憲子(著) 

（内容その１） 

少子高齢化、人口減少、所得格差、地域間格差、デジタル社会へ
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の対応など、地域社会における自治体財政の果たす役割はますま

す重要になってきています。本講座では、自治体財政の基本的な仕

組みやポイントを分かりやすく解説した上で、現状と課題について解

題します。 

自治体財政を考えるうえで重要なのは、国と地方の財政関係です。

地方財政計画と地方交付税交付金の関係、「地方創生」政策と関連

交付金、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、デ

ジタル田園都市国家構想推進交付金等が自治体財政にいかなる

影響を及ぼすのかについて、具体的事例を交えながら解説し、今後

の人口減少時代における地域づくりのあり方について考えます。 

（内容その２） 

１ 集権型システムと政府予算国土再編 

２ 教育予算と学校統廃合 

３ 「地方創生」と集約型 

４ 静岡県内の自治体の事例 

 ・静岡市の事例―広域的な合併とさらなるコンパクト化 

 ・浜松市の事例―広域合併とさらなる区域再編 

 ・熱海市と伊東市の事例 

５ おわりにー地方財政権の確立と住民主権 

 

◆上田市政に活かせる課題等  

＜講演、分科会および講座において講座の共通していることおよび上田市に活かせること＞ 

 ① 国は、「地方創生からデジタル田園都市国家構想」へ転換を進めているとのことです。 

上田市は、「国の第 2期『まち・ひと・しごと創生総合戦略』（令和元年 12月）を踏まえ、市で

は令和 2年 3月「上田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を改訂しています。総合戦略の施策

が総合計画に関連していることから令和 3 年度を初年度とする『第二次上田市総合計画 後期ま

ちづくり計画』と一体化し、人口減少対策をより強化するとともに、地域社会の維持・活性化に

向けた施策をさらに深化させ、市の持続的な発展と成長を目指した一元的な取組を進めること」

としています。今後、「上田市まち・ひと・しごと創生総合戦略改訂版」を国が年末までに策定す

るデジタル田園都市国家構想総合戦略に変更することになるので、検討経過や改訂版について検

討していきたい。 



 

4 

 

 ② ２０１４年からはじまった地方創生は成功したのかという視点が必要。 

地方創生の目的の一つは、合計特殊出生率の向上であり、「２０２０年：１．６」、「２０３０年：

１．８」、「２０４０年：２．０７」であった。しかし、実際は、２０１５年は目標通りとなったも

ののその後は、さがりつづけ２０１８年は１．４２となり地方創生が始めた２０１４年水準まで

下がった。そして２０年は１．３２である。 

もう一つの目的は、東京一極集中の是正であり、２０２０年に転出入を均衡して差し引きゼロ

とするとした。しかし、２０１９年で１．４２倍になったが、２０年、２１年は転入超過はコロナ

禍の影響もあり減少した。地方創生が当初目標に掲げた二つの目標は達成できなかったの実際の

姿であり、ここをしっかりとらえる必要がある。 

したがって、地方創生のバージョンアップ版がデジタル田園都市国家構想としているが、上田

市における地方創生総合戦略そのものの正確な評価が必要となる。 

③ デジタル田園都市国家構想推進交付金が地方創生交付金から入れ替わるので、上田市でもデジ

タル田園都市国家構想総合戦略に変更する必要があるので、上田市における今後策定状況を注視

していきたい。 

なお、デジタル田園都市国家構想推進交付金のうち、デジタル実装タイプは２０２２年３月に

交付事業が決定し、上田市を含む全国で４０３団体（都道府県４０団体、市区町村３６３団体） 

７０５事業１２２億円が交付された。 

④ デジタル田園都市国家構想は、自治体のまちづくりに営利企業が全面的に介入してくる可能性

があり、このことが地方自治の発展を阻害するのではないかという視点が必要である。 

また、自治体の DX（デジタルトランスフォーメーション）」を進めるために自治体の独自施策を

縮小させることになってはいけない。自治体は、国の下請け機関ではないので情報技術の発展が

地域の独自性を豊かにすることにつながっていくことが重要だと考える。 

⑤ 大規模合併を進めた都市においては、地方創生政策、人口ビジョンと地方版総合戦略、公共施

設管理計画（アセットマネジメント）、集約連携都市構造、立地適正化計画におけるコンパクトシ

ティ推進が進めらてきたし、現在もすすめている。 

  問題点としては、広域的な合併を実施した自治体ほど公共施設の統廃合や集約連携まちづくり

を実施する傾向にあり、農山村地域の衰退に拍車がかかっている。 

毎年開催される「小さくても輝く自治体フォーラム」では、都市間、地域間競争のみを前提とす

るのではなく、都市と農村の連携や共存の方向性を模索することも重要な論点である。 
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◆資料   案内チラシ 

 


